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－1－ 

議案第 34号   

令和７年度三浦市国民健康保険事業特別会計予算  

 令和７年度三浦市の国民健康保険事業特別会計の予算は、次に定めるとこ

ろによる。  

 （歳入歳出予算）  

第１条  歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 5 , 5 1 7 , 9 5 0 千円と定める。 

２  歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表  歳入

歳出予算」による。  

（債務負担行為）  

第２条  地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 2 1 4 条の規定により債務を負

担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表  債務

負担行為」による。  

 （歳出予算の流用）  

第３条  地方自治法第 2 2 0 条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の

経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。  

（１）  保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合におけ

る同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用  

令和７年２月 28日提出  

三浦市長  吉  田  英  男   







第　２　表　　債 務 負 担 行 為
（単位：千円）

事            項 期        間 限    度    額

422
複合機賃借料等 令和８年度から

 （保険年金課） 令和12年度まで
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国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計 予 算 説 明 書 
 











































１　特　別　職

職員数 報　酬 計 合　計 備 考

(人) (千円) (千円) (千円)

8 256 256 256

8 256 256 256

8 256 256 256

8 256 256 256

0 0 0 0

0 0 0 0

２　一　般　職

　(1)　総　括

職 員 数 報　　酬 給　　料 職員手当 計 共 済 費 合　　計 備　　考

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

(14)

8 3,305 33,410 25,322 62,037 11,616 73,653

(14)

8 2,583 32,172 21,469 56,224 10,392 66,616

(0)

0 722 1,238 3,853 5,813 1,224 7,037

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当 時間外勤務 管 理 職 管理職員特

比　較 △72 1,469 △336 △19 496 0 0

期末勤勉

比　較 2,315

　　（国民健康保険事業特別会計）

手　　当 別勤務手当
職　　員

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

区　分

(千円) (千円)

1
内　　訳

前年度 894 2,029 672 1,558 748 12,823

手 当 の
本年度 822 3,498 336 1,539 748

給　　与　　費　　明　　細　　書

区　　分

計

計

計

その他の特別職

その他の特別職

給　　与　　費

その他の特別職

本　年　度

前　年　度

比　　　較

手 当 の
本年度

3,319

15,059
内　　訳

前年度 12,744

職　　員
(千円)

区　分 手　　当

手　　　当

給　　　　与　　　　費

区　　　分

本　年　度

前　年　度

比　　　較

－24－



　ア　会計年度任用職員以外の職員

職 員 数 給　　料 職員手当 計 共 済 費 合　　計 備　　考

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

(1)

8 33,410 24,624 58,034 11,203 69,237

(1)

8 32,172 21,006 53,178 10,392 63,570

(0)

0 1,238 3,618 4,856 811 5,667

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当 時間外勤務 管 理 職 管理職員特

比　較 △72 1,469 △336 △19 496 0 0

期末勤勉

比　較 2,080

　　（国民健康保険事業特別会計）

給　　　　与　　　　費

区　　　分

本　年　度

前　年　度

比　　　較

手　　　当 手　　当 別勤務手当
職　　員

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

区　分

(千円) (千円)
手 当 の

本年度 822 3,498 336 1,539 3,319 748 1
内　　訳

前年度 894 2,029 672 1,558 2,823 748 1

内　　訳
前年度 12,281

職　　員
(千円)

手 当 の
本年度 14,361

区　分 手　　当

－25－



　イ　会計年度任用職員

職 員 数 報　　酬 職員手当 計 共 済 費 合　　計 備　　考

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

(13)

0 3,305 698 4,003 413 4,416

(13)

0 2,583 463 3,046 0 3,046

(0)

0 722 235 957 413 1,370

期末勤勉

比　較 235

　　（国民健康保険事業特別会計）

区　分 手　　当
職　　員

(千円)
手 当 の

本年度 698
内　　訳

前年度 463

給　　　　与　　　　費

区　　　分

本　年　度

前　年　度

比　　　較

－26－



　(2)　給料及び職員手当の増減額の明細

区　　分 増減額

(千円) (千円)

給　　料 1,238  給与改定に伴う 76  前年度給料改定 　給与改定の状況

 増減分  に伴う増加分 　前年度

　　給料改定率 3.13%

　　給与改定実施時期

　　　　　 令和6年4月1日

　本年度 見込まず

 普通昇給に伴う 242 　平均昇給率 0.80%

 増加分 　昇給期 ７月

 その他の増減分 920  職員の異動等に 　職員数の異動状況

 伴う増減分 現に在職する　

職員数　 その他 計

(1人) (0人) (1人) 

 本年度 8人 0人 8人 

(1人) (0人) (1人) 

 前年度 8人 0人 8人 

(0人) (0人) (0人) 

 増　減 0人 0人 0人 

職員手当 3,853  給与改定に伴う 2,645  扶養手当

 増減分  地域手当

 時間外勤務手当

 期末勤勉手当

 その他の増減分 1,208  扶養手当

 地域手当

 住居手当

 通勤手当

 時間外勤務手当

 期末勤勉手当

　　（国民健康保険事業特別会計）

増減事由別内訳 説　　　明 備　　　　　　　考

218千円 

1,332千円 

6千円 

1,089千円 

△78千円 

137千円 

△336千円 

△19千円 

278千円 

1,226千円 

－27－



　(3)　給料及び職員手当の状況

　　ア　職員１人当たり給与

　　イ　初　　任　　給

(円)

　　ウ　級別職員数

級 職員数 構成比

(人) (％)

１  級

２  級 3 37.5 

(1) (100.0)

３  級 3 37.5 

４  級 1 12.5 

５  級 1 12.5 

６  級

(1) (100.0)

計 8 100.0 

１  級 1 12.5 

２  級 2 25.0 

(1) (100.0)

３  級 3 37.5 

４  級 1 12.5 

５  級 1 12.5 

６  級

(1) (100.0)

計 8 100.0 

　　（国民健康保険事業特別会計）

390,864 
 １月１日現在 

 平　 均　 年　 齢 42歳５月 

区　　　　　分 事　　　務

(行　政　職)

 令和７年
 平 均 給 料 月 額　(円) 307,850 

 平 均 給 与 月 額　(円)

区　　分 行　　政　　職 国　の　制　度

行 政 職　(円)

 令和６年
 平 均 給 料 月 額　(円) 305,963 

 平 均 給 与 月 額　(円) 381,988 
 １月１日現在 

 平　 均　 年　 齢 41歳10月 

高　　　校　　　卒 201,000 188,000 

大　　　学　　　卒 230,000 230,000 

 １月１日現在 

区　分 行　　政　　職

 令和７年

 １月１日現在 

 令和６年

－28－



　　（級別の基準となる職務）

１　級 ６　級

主事補 部　長

　　エ　期末手当・勤勉手当

備　考

６月(月分)

(1.200) 

2.300

(1.175) 

2.250

(1.200) 

2.300

　　オ　地 域 手 当

　　カ　その他の手当

　　（国民健康保険事業特別会計）

区　分 ２　級 ３　級

区　　　分 支 給 期 別 支 給 率 支給率計

行  政  職 主　事 主　任

12月(月分) (月分)

本　年　度
(1.200) (2.400) 

2.300 4.600

前　年　度
(1.175) (2.350) 

2.250 4.500

国 の 制 度
(1.200) (2.400) 

2.300 4.600

支　給　対　象 給料表適用者

 支　　給　　率(％) 10 

 支給対象職員数(人) 9

 国　の　制　度(支給率％) 10 

４　級

ｸﾞﾙｰﾌﾟﾘｰﾀﾞｰ

有

有

区　　　分 差　　異　　の　　内　　容国の制度との異同

扶 養 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

対象者及び算定の方法
（支給限度額　月額28,000円は同じ）

同　　　じ

異　な　る

同　　　じ

５　級

課　長

職制上の段階、職務

の級による加算措置

有

－29－



  　　　（単位：千円）

前年度末までの 当該年度以降の

事      項 限 度 額 支出（見込）額 支 出 予 定 額

期  間 金  額 期  間 金  額

三浦市市税等コンビニエンス 国県支出金

ストア収納事務 3,462 令和６年度 1,582 1,880 地 方 債

（国民健康保険税） そ の 他 1,880

（保険年金課・令和５年度設定） 一 般 財 源

複合機賃借料等 国県支出金

（保険年金課・令和７年度設定） 422 422 地 方 債

そ の 他 422

一 般 財 源

　　　（国民健康保険事業特別会計）

令和８年度
から

令和12年度
まで

令和７年度
から

令和８年度
まで

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額

又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書　　　

左 の 財 源 内 訳

－30－



（単位：千円）

前前年度末 前年度末 当該年度末

現 在 高 当該年度中 当該年度中 現  在  高

元　　　金

現  在  高 見 込 額 起債見込額 償還見込額 見  込  額

 国民健康保険事業債 10,333 0 0 0 0

　　　（国民健康保険事業特別会計）

地方債の前前年度末における現在高並びに前年度末及び

当該年度末における現在高の見込みに関する調書　　　

当該年度中増減見込み

区      分

－31－



 

 

 

 

 

三浦市後期高齢者医療事業特別会計予算 
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議案第 35号   

令和７年度三浦市後期高齢者医療事業特別会計予算    

 令和７年度三浦市の後期高齢者医療事業特別会計の予算は、次に定めると

ころによる。  

 （歳入歳出予算）  

第１条  歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 1 , 0 7 2 , 9 9 6千円と定める。 

２  歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額 は、「第１表  歳入

歳出予算」による。  

（債務負担行為）  

第２条  地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 2 1 4 条の規定により債務を負

担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表  債務

負担行為」による。  

  令和７年２月 28日提出  

三浦市長  吉  田  英  男   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 







第　２　表　　債 務 負 担 行 為
（単位：千円）

事            項 期        間 限    度    額

複合機賃借料等
205

令和８年度から
      令和12年度まで （保険年金課）

－4－



 

 

 

 

 

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 特 別 会 計 予 算 説 明 書 

 



 

 

 





















給　　与　　費　　明　　細　　書

１　一　般　職

　(1)　総　括

職 員 数 給　　料 職員手当 計 共 済 費 合　　計 備　　考

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

(0)

2 5,991 4,770 10,761 2,084 12,845

(0)

2 7,911 4,826 12,737 2,620 15,357

(0)

0 △ 1,920 △56 △1,976 △536 △2,512

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当 時間外勤務 期末勤勉

比　較 △ 204 113 336 247 210 △758

　ア　会計年度任用職員以外の職員

職 員 数 給　　料 職員手当 計 共 済 費 合　　計 備　　考

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

(0)

2 5,991 4,770 10,761 2,084 12,845

(0)

2 7,911 4,826 12,737 2,620 15,357

(0)

0 △ 1,920 △56 △1,976 △536 △2,512

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当 時間外勤務 期末勤勉

比　較 △ 204 113 336 247 210 △758

　　（後期高齢者医療事業特別会計）

638490 3,357

36 603

1010

区　　　分

区　分

本　年　度

前　年　度

比　　　較

職　　員
(千円)

手 当 の
(千円)

本年度
内　　訳

前年度 240

給　　　　与　　　　費

手　　当

(千円)

2,599

(千円)

手　　　当

848

(千円)

348

(千円)

336

給　　　　与　　　　費

区　　　分

本　年　度

前　年　度

比　　　較

区　分 手　　　当 手　　当
職　　員

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)
手 当 の

本年度 36 603 336 348 848 2,599
内　　訳

前年度 240 490 0 101 638 3,357

－14－



　(2)　給料及び職員手当の増減額の明細

区　　分 増減額

(千円) (千円)

給　　料 △1,920  その他の増減分 △1,920  職員の異動等に 　職員数の異動状況

 伴う増減分 現に在職する　

職員数　 その他 計

(0人) (0人) (0人) 

 本年度 2人 0人 2人 

(0人) (0人) (0人) 

 前年度 2人 0人 2人 

(0人) (0人) (0人) 

 増　減 0人 0人 0人 

職員手当 △56  その他の増減分 △56  扶養手当

 地域手当

 住居手当

 通勤手当

 時間外勤務手当

 期末勤勉手当

　　（後期高齢者医療事業特別会計）

△758千円 

247千円 

210千円 

336千円 

113千円 

増減事由別内訳 説　　　明 備　　　　　　　考

△204千円 

－15－



　(3)　給料及び職員手当の状況

　　ア　職員１人当たり給与

　　イ　初　　任　　給

(円)

　　ウ　級別職員数

級 職員数 構成比

(人) (％)

１  級

２  級 1 50.0 

３  級 1 50.0 

４  級

５  級

６  級

計 2 100.0 

１  級

２  級

３  級 1 50.0 

４  級 1 50.0 

５  級

６  級

計 2 100.0 

　　（後期高齢者医療事業特別会計）

 １月１日現在 

 １月１日現在 

 令和６年

国　の　制　度区　　分 行　　政　　職

行 政 職　(円)

188,000 高　　　校　　　卒

230,000 大　　　学　　　卒 230,000 

201,000 

行　　政　　職区　分

 令和７年

(行　政　職)

 令和７年
 平 均 給 料 月 額　(円) 288,900 

 平 均 給 与 月 額　(円) 397,305 
 １月１日現在 

 平　 均　 年　 齢 44歳８月 

区　　　　　分 事　務

 令和６年
 平 均 給 料 月 額　(円) 325,800 

 平 均 給 与 月 額　(円) 377,361 
 １月１日現在 

 平　 均　 年　 齢 40歳11月 

－16－



　　（級別の基準となる職務）

１　級 ６　級

主事補 部　長

　　エ　期末手当・勤勉手当

備　　考

６月(月分)

(1.200) 

2.300

(1.175) 

2.250

(1.200) 

2.300

　　オ　地 域 手 当

　　カ　その他の手当

　 （後期高齢者医療事業特別会計）

差　　異　　の　　内　　容

対象者及び算定の方法
（支給限度額　月額28,000円は同じ）

５　級４　級

ｸﾞﾙｰﾌﾟﾘｰﾀﾞｰ

職制上の段階、職務

10 

給料表適用者

10 

2

有
(2.400) 

課　長

4.600

12月(月分) (月分)

有

有

の級による加算措置

4.500

(2.350) 

(2.400) 

4.600

区　分 ２　級

支 給 期 別 支 給 率 支給率計

行  政  職 主　事 主　任

区　　　分

３　級

 国　の　制　度(支給率％)

 支給対象職員数(人)

 支　　給　　率(％)

支　給　対　象

本　年　度
(1.200) 

2.250

(1.200) 

(1.175) 
前　年　度

国 の 制 度
2.300

2.300

通 勤 手 当 同　　　じ

区　　　分

扶 養 手 当

住 居 手 当

国の制度との異同

同　　　じ

異　な　る

－17－



  　　　（単位：千円）

前年度末までの 当該年度以降の

事      項 限  度  額 支出（見込）額 支 出 予 定 額

期  間 金  額 期  間 金  額

三浦市市税等コンビニエンス 国県支出金

ストア収納事務 地 方 債

（後期高齢者医療保険料） そ の 他 364

（保険年金課・令和５年度設定） 一 般 財 源

複合機賃借料等 国県支出金

（保険年金課・令和７年度設定） 地 方 債

そ の 他 205

一 般 財 源

205

令和８年度
から

令和12年度
まで

205

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額

左 の 財 源 内 訳

又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書　　　

732 令和６年度 368

令和７年度
から

令和８年度
まで

364

　　（後期高齢者医療事業特別会計）
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三 浦 市 介 護 保 険 事 業 特 別 会 計 予 算 

 





 

 

議案第 36号   

   令和７年度三浦市介護保険事業特別会計予算    

 令和７年度三浦市の介護保険事業特別会計の予算は、次に定めるところに

よる。  

 （歳入歳出予算）  

第１条  歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 6 , 0 7 9 , 9 5 5千円と定める。  

２  歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表  歳入

歳出予算」による。  

 （債務負担行為）  

第２条  地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 2 1 4 条の規定により債務を負

担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表  債務

負担行為」による。  

 （一時借入金）  

第３条  地方自治法第 2 3 5 条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの

最高額は、 2 0 0 , 0 0 0千円と定める。  

 （歳出予算の流用）  

第４条  地方自治法第 2 2 0 条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の

経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。  

 （１）  保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合におけ

る同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用  

  令和７年２月 28日提出  

三浦市長  吉  田  英  男   
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第　２　表　　債 務 負 担 行 為
（単位：千円）

事            項 期        間 限    度    額

複合機賃借料等
1,056

令和８年度から
　　　令和12年度まで （高齢介護課）

－ 4 －



 

 

 

 

 

介 護 保 険 事 業 特 別 会 計 予 算 説 明 書 

 











































１　特　別　職

(人) (千円) (千円) (千円)

26 5,112 5,112 5,112

26 5,112 5,112 5,112

26 5,112 5,112 5,112

26 5,112 5,112 5,112

0 0 0 0

0 0 0 0

２　一　般　職

　(1)　総　括

職 員 数 報　　酬 給　　料 職員手当 計 共 済 費 合　　計 備　　考

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

(13)

10 11,885 37,608 32,130 81,623 15,072 96,695

(14)

10 10,423 37,882 28,706 77,011 14,818 91,829

(△1) 

0 1,462 △ 274 3,424 4,612 254 4,866

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当 時間外勤務 管 理 職 管理職員特

比　較 144 1,557 0 392 70 0 0

期末勤勉

比　較 1,261

（介護保険事業特別会計）

手　　当 別勤務手当

(千円) (千円) (千円)

給　　与　　費

報　　酬

762 3,912

手　　　当

職員数

その他の特別職

計

区　分

748 1

(千円) (千円) (千円) (千円)

748 1

区　分 手　　当

前年度 618 2,355 672

手 当 の

職　　員
(千円)

本年度 20,495

前年度 19,234

備　　考

給　　与　　費　　明　　細　　書

その他の特別職

計
前年度

その他の特別職

1,789 3,289

672 2,181 3,359

内　　訳

内　　訳

前　年　度

比　　　較

手 当 の

職　　員
本年度

比　較

区　　　分

本　年　度

給　　　　与　　　　費

計

本年度

区　　分

計

合　　計

－24－



　ア　会計年度任用職員以外の職員

職 員 数 給　　料 職員手当 計 共 済 費 合　　計 備　　考

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

(0)

10 37,608 27,725 65,333 13,032 78,365

(0)

10 37,882 25,249 63,131 13,381 76,512

(0)

0 △274 2,476 2,202 △349 1,853

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当 時間外勤務 管 理 職 管理職員特

比　較 144 1,557 0 392 70 0 0

期末勤勉

比　較 313

　イ　会計年度任用職員

職 員 数 報　　酬 職員手当 計 共 済 費 合　　計 備　　考

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

(13)

0 11,885 4,405 16,290 2,040 18,330

(14)

0 10,423 3,457 13,880 1,437 15,317

(△1)

0 1,462 948 2,410 603 3,013

期末勤勉

比　較 948

　　（介護保険事業特別会計）

給　　　　与　　　　費

区　　　分

本　年　度

前　年　度

比　　　較

手　　　当 手　　当 別勤務手当
職　　員

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

区　分

(千円) (千円)
手 当 の

本年度 762 3,912 672 2,181 3,359 748 1
内　　訳

前年度 618 2,355 672 1,789 3,289 748 1

区　分 手　　当
職　　員

(千円)
手 当 の

本年度 16,090
内　　訳

前年度 15,777

給　　　　与　　　　費

区　　　分

本　年　度

内　　訳
前年度 3,457

前　年　度

比　　　較

区　分 手　　当
職　　員

(千円)
手 当 の

本年度 4,405

－25－



　(2)　給料及び職員手当の増減額の明細

区　　分 増減額

(千円) (千円)

給　　料 △274  給与改定に伴う 662  前年度給料改定 　給与改定の状況

 増減分  に伴う増加分 　前年度

　　給料改定率 3.66%

　　給与改定実施時期

　　　　　 令和6年4月1日

　本年度 見込まず

 普通昇給に伴う 230 　平均昇給率 1.23%

 増加分 　昇給期 ７月

 その他の増減分 △1,166  職員の異動等に 　職員数の異動状況

 伴う増減分 現に在職する　

職員数　 その他 計

(0人) (0人) (0人) 

 本年度 10人 0人 10人 

(0人) (0人) (0人) 

 前年度 9人 1人 10人 

(0人) (0人) (0人) 

 増　減 1人 △1人 0人 

職員手当 3,424  給与改定に伴う 1,480  扶養手当

 増減分  地域手当

 時間外勤務手当

 期末勤勉手当

 その他の増減分 1,944  扶養手当

 地域手当

 通勤手当

 時間外勤務手当

 期末勤勉手当

　　（介護保険事業特別会計）

増減事由別内訳 説　　　明 備　　　　　　　考

441千円 

△24千円 

236千円 

827千円 

168千円 

820千円 

730千円 

392千円 

△166千円 

－26－



　(3)　給料及び職員手当の状況

　　ア　職員１人当たり給与

　　イ　初　　任　　給

(円)

　　ウ　級別職員数

級 職員数 構成比

(人) (％)

１  級 1 10.0 

２  級 4 40.0 

３  級 2 20.0 

４  級 2 20.0 

５  級 1 10.0 

６  級

計 10 100.0 

１  級 1 11.1 

２  級 2 22.2 

３  級 4 44.5 

４  級 1 11.1 

５  級 1 11.1 

６  級

計 9 100.0 

　　（介護保険事業特別会計）

375,194 
 １月１日現在 

 平　 均　 年　 齢 39歳10月 

区　　　　　分 事 務 ・ 技 術

(行　政　職)

 令和７年
 平 均 給 料 月 額　(円) 299,410 

 平 均 給 与 月 額　(円)

区　　分 行　　政　　職 国　の　制　度

行 政 職　(円)

 令和６年
 平 均 給 料 月 額　(円) 307,122 

 平 均 給 与 月 額　(円) 399,563 
 １月１日現在 

 平　 均　 年　 齢 41歳１月 

高　　　校　　　卒 201,000 188,000 

大　　　学　　　卒 230,000 230,000 

 １月１日現在 

区　分 行　　政　　職

 令和７年

 １月１日現在 

 令和６年

－27－



　　（級別の基準となる職務）

１　級

主事補

　　エ　期末手当・勤勉手当

６月(月分)

(1.200) 

2.300

(1.175) 

2.250

(1.200) 

2.300

　　オ　地 域 手 当

　　カ　その他の手当

（介護保険事業特別会計）

差　　異　　の　　内　　容

通 勤 手 当 同　　　じ

対象者及び算定の方法
（支給限度額　月額28,000円は同じ）

区　　　分

扶 養 手 当

国の制度との異同

同　　　じ

住 居 手 当 異　な　る

４　級 ５　級 ６　級

職制上の段階、職務 備　考

ｸﾞﾙｰﾌﾟﾘｰﾀﾞｰ 課　長 部　長

区　分 ２　級 ３　級

区　　　分 支 給 期 別 支 給 率 支給率計

行  政  職 主　事 主　任

12月(月分) (月分) の級による加算措置

本　年　度
(1.200) (2.400) 

有
2.300 4.600

前　年　度
(1.175) (2.350) 

有
2.250 4.500

国 の 制 度
(1.200) (2.400) 

有
2.300 4.600

 支給対象職員数(人) 10

 国　の　制　度(支給率％) 10 

支　給　対　象 給料表適用者

 支　　給　　率(％) 10 

－28－



  　　　（単位：千円）

前年度末までの 当該年度以降の

事      項 限  度  額 支出（見込）額 支 出 予 定 額

期  間 金  額 期  間 金  額

老人福祉保健センター 令和５年度 令和７年度 国県支出金 7,070

　指定管理業務（サロン事業） 20,247  から 8,004  から 12,243 地 方 債

（高齢介護課・令和４年度設定） 令和６年度 令和９年度 そ の 他 2,816

 まで  まで 一 般 財 源 2,357

三浦市市税等コンビニエンス 令和７年度 国県支出金

ストア収納事務（介護保険料） 1,128 令和６年度 478  から 650 地 方 債

（高齢介護課・令和５年度設定） 令和８年度 そ の 他 650

 まで 一 般 財 源

複合機賃借料等 令和８年度 国県支出金

（高齢介護課・令和７年度設定） 1,056  から 1,056 地 方 債

令和12年度 そ の 他 1,056

 まで 一 般 財 源

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額

又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書　　　

左 の 財 源 内 訳

　　（介護保険事業特別会計）

－29－



 

 

 

 

 

三 浦 市 市 場 事 業 特 別 会 計 予 算 
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                            議案第 37号   

令和７年度三浦市市場事業特別会計予算  

令和７年度三浦市の市場事業特別会計 の予算は、次に定めるところによる。  

 （歳入歳出予算）  

第１条  歳入歳出予算の総額 は、歳入歳出それぞれ 627,090千円と定める。  

２  歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額 は、「第１表  歳入  

歳出予算」による。  

（債務負担行為）  

第２条  地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 214条の規定により債務を負担

する行為をするこ と ができる事項、期 間 及び限度額は、「 第 ２表  債務負

担行為」による。  

（地方債）  

第 ３ 条  地 方 自 治 法 第 2 30条 第 １ 項 の 規 定 に よ り 起 こ す こ と が で き る 地 方 債

の起債の目的、限 度 額、起債の方法、 利 率及び償還の方法 は 、「第 ３表  

地方債」による。  

 （一時借入金）  

第 ４ 条  地 方 自 治 法 第 2 35条 の ３ 第 ２ 項 の 規 定 に よ る 一 時 借 入 金 の 借 入 れ の

最高額は、 25,000千円と定める。  

令和７年２月 28日提出  

三浦市長  吉  田  英  男   







　第　２　表　　債 務 負 担 行 為
          （単位：千円）

複合機賃借料等
（市場管理事務所）

　第　３　表　　地  方  債
          （単位：千円）

起　債　の　目　的 限 度 額 起債の方法 利　率

74,000　市場事業費

802

－4－

償　還　の　方　法

　　政府資金については、
　その融通条件により、銀
　行その他の場合には、そ
　の債権者との協定条件に
　よる。ただし、市財政の
　都合により据置期間及び
　償還期限を短縮し、若し
　くは繰上償還又は低利債
　に借換えすることができ
　る。

 　　5.0％以内
　( ただし、利率
　見直し方式で借
　り入れる政府資
　金、地方公共団
　体金融機構資金
　及び銀行等引受
　について、利率
　の見直しを行っ
　た後においては、
　当該見直し後の
　利率 ）

　　普通貸借又
　は証券発行
　　事業の進捗
　その他の都合
　により起債の
　全部又は一部
　を翌年度に繰
　り越して起債
　することがで
　きる。

限　　度　　額期　　　　間事　　　　　　　　　項

令和８年度から
　　　　令和12年度まで



 

 

 

 

 

市 場 事 業 特 別 会 計 予 算 説 明 書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 





























１　特　別　職

職 員 数 報　　酬 計 合　　計 備　　考

(人) (千円) (千円) (千円)

11 264 264 264

11 264 264 264

11 264 264 264

11 264 264 264

0 0 0 0

0 0 0 0

２　一　般　職

　(1)　総　括

職 員 数 報　　酬 給　　料 職員手当 計 共 済 費 合　　計 備　　考

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

(2)

5 1,834 21,890 19,165 42,889 8,754 51,643

(3)

6 3,106 26,016 19,870 48,992 9,493 58,485

(△1)

△ 1 △1,272 △4,126 △705 △6,103 △739 △6,842

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当 時間外勤務 管 理 職 管理職員特

比　較 564 758 △336 △286 △ 264 0 0

期末勤勉

比　較 △1,141

（市場事業特別会計）

区　　分

1

前年度

内　　訳

給　　与　　費　　明　　細　　書

職　　員
(千円)

その他の特別職

計
本年度

前年度

比　較

その他の特別職

計

その他の特別職

計

給 　　与　 　費

手 当 の

11,386

手 当 の

本年度 10,245
内　　訳

(千円)

1,008

区　分 手　　当

1,619

本年度 1,242 2,388 672 1,333

前年度 678 1,630 2,800 748

手　　　当 手　　当 別勤務手当

(千円) (千円)

2,536 748 1

(千円)

給　　　　与　　　　費

区　　　分

本　年　度

前　年　度

比　　　較

職　　員
(千円) (千円) (千円)

区　分

－18－



　ア　会計年度任用職員以外の職員

職 員 数 給　　料 職員手当 計 共 済 費 合　　計 備　　考

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

(1)

5 21,890 18,462 40,352 8,335 48,687

(1)

6 26,016 19,038 45,054 9,075 54,129

(0)

△ 1 △4,126 △576 △4,702 △740 △5,442

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当 時間外勤務 管 理 職 管理職員特

比　較 564 758 △336 △286 △ 264 0 0

期末勤勉

比　較 △1,012

　イ　会計年度任用職員

職 員 数 報　　酬 職員手当 計 共済費 合　　計 備　　考

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

(1)

0 1,834 703 2,537 419 2,956

(2)

0 3,106 832 3,938 418 4,356

(△1)

0 △1,272 △129 △ 1,401 1 △1,400

（市場事業特別会計）

給　　　　与　　　　費

区　　　分

本　年　度

前　年　度

比　　　較

内　　訳
前年度 10,554

職　　員
(千円)

手 当 の
本年度 9,542

区　分 手　　当

2,800 748 1

(千円)
手 当 の

本年度 1,242 2,388 672 1,333 2,536 748 1
内　　訳

前年度 678 1,630 1,008 1,619

手　　　当 手　　当 別勤務手当
職　　員

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

区　分

(千円)

給　　　　与　　　　費

区　　　分

本　年　度

前　年　度

比　　　較

－19－



　イ　会計年度任用職員

職 員 数 報　　酬 職員手当 計 共済費 合　　計 備　　考

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

(1)

0 1,834 703 2,537 419 2,956

(2)

0 3,106 832 3,938 418 4,356

(△1)

0 △1,272 △129 △ 1,401 1 △1,400

期末勤勉

比　較 △129

（市場事業特別会計）

前　年　度

比　　　較

給　　　　与　　　　費

区　　　分

本　年　度

手 当 の
本年度 703

内　　訳
前年度 832

職　　員
(千円)

区　分 手　　当
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　(2)　給料及び職員手当の増減額の明細

区　　分 増減額

(千円) (千円)

給　　料 △4,126  給与改定に伴う 690  前年度給料改定 　給与改定の状況

 増減分  に伴う増加分 　前年度

　　給料改定率 4.03%

　　給与改定実施時期

　　　　　 令和6年4月1日

　本年度 見込まず

 普通昇給に伴う 245 　平均昇給率 1.37%

 増加分 　昇給期 ７月

 その他の増減分 △5,061  職員の異動等に 　職員数の異動状況

 伴う増減分 現に在職する　

職員数　 その他 計

(1人) (0人) (1人) 

 本年度 5人 0人 5人 

(1人) (0人) (1人) 

 前年度 6人 0人 6人 

(0人) (0人) (0人) 

 増　減 △1人 0人 △1人 

職員手当 △705  給与改定に伴う 928  扶養手当

 増減分  地域手当

 時間外勤務手当

 期末勤勉手当

 その他の増減分 △1,633  扶養手当

 地域手当

 住居手当

 通勤手当

 時間外勤務手当

 期末勤勉手当

（市場事業特別会計）

△451千円 

△1,719千円 

685千円 

△336千円 

△286千円 

474千円 

578千円 

90千円 

187千円 

73千円 

増減事由別内訳 説　　　明 備　　　　　　　考
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　(3)　給料及び職員手当の状況

　　ア　職員１人当たり給与

　　イ　初　　任　　給

(円)

　　ウ　級別職員数

級 職員数 構成比

(人) (％)

１  級

２  級 2 40.0 

(1) (100.0)

３  級 1 20.0 

４  級 1 20.0 

５  級 1 20.0 

６  級

(1) (100.0)

計 5 100.0 

１  級 1 16.6 

２  級 1 16.6 

(1) (100.0)

３  級 1 16.6 

４  級 2 33.6 

５  級 1 16.6 

６  級

(1) (100.0)

計 6 100.0 

（市場事業特別会計）

 １月１日現在 

区　分 行　　政　　職

 令和７年

 １月１日現在 

 令和６年

高　　　校　　　卒 201,000 188,000 

大　　　学　　　卒 230,000 230,000 

行 政 職　(円)

 令和６年
 平 均 給 料 月 額　(円) 325,033 

 平 均 給 与 月 額　(円) 461,729 
 １月１日現在 

 平　 均　 年　 齢 42歳２月 

区　　分 行　　政　　職 国　の　制　度

395,848 
 １月１日現在 

 平　 均　 年　 齢 38歳11月 

 令和７年
 平 均 給 料 月 額　(円) 307,200 

 平 均 給 与 月 額　(円)

区　　　　　分 事 　　　務

(行　政　職)
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　　（級別の基準となる職務）

１　級 ５　級 ６　級

主事補 所　長 部　長

　　エ　期末手当・勤勉手当

備　考

６月(月分)

(1.200) 

2.300

(1.175) 

2.250

(1.200) 

2.300

　　オ　地 域 手 当

　　カ　その他の手当

（市場事業特別会計）

通 勤 手 当

同　　　じ

同　　　じ

異　な　る
対象者及び算定の方法

（支給限度額　月額28,000円は同じ）

扶 養 手 当

住 居 手 当

区　　　分 国の制度との異同 差　　異　　の　　内　　容

 支給対象職員数(人) 6

 国　の　制　度(支給率％) 10 

給料表適用者

 支　　給　　率(％) 10 

支　給　対　象

前　年　度
(1.175) (2.350) 

有
2.250 4.500

国 の 制 度
(1.200) (2.400) 

有
2.300 4.600

12月(月分) (月分) の級による加算措置

本　年　度
(1.200) (2.400) 

有
2.300 4.600

区　　　分 支 給 期 別 支 給 率 支給率計 職制上の段階、職務

区　分 ２　級 ３　級 ４　級

主　事 主　任行  政  職 ｸﾞﾙｰﾌﾟﾘｰﾀﾞｰ
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  　　　（単位：千円）

前年度末までの 当該年度以降の

事      項 限  度  額 支出（見込）額 支 出 予 定 額

期  間 金  額 期  間 金  額

市場高度衛生管理化対策事業 令和７年度 国県支出金 50,000

 （市場管理事務所・ 75,000 から 75,000 地 方 債 25,000

令和５年度設定） 令和９年度 そ の 他

まで 一 般 財 源

移転補償費 令和７年度 国県支出金 293,333

 （市場管理事務所・ 440,000 から 440,000 地 方 債 146,600

令和６年度設定） 令和８年度 そ の 他

まで 一 般 財 源 67

複合機賃借料等 令和８年度 国県支出金

 （市場管理事務所・ 802 から 802 地 方 債

令和７年度設定） 令和12年度 そ の 他

まで 一 般 財 源 802

（市場事業特別会計）

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額

又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書　　　

左 の 財 源 内 訳
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（単位：千円）

前前年度末 前年度末 当該年度末

区 　  　   分 現 在 高 当該年度中 当該年度中 現  在  高
元      金

現  在  高 見 込 額 起債見込額 償還見込額 見  込  額

 1　市 場 事 業 債 1,336,212 1,331,512 74,000 65,723 1,339,789

 2　災害復旧事業債 2,876 2,301 0 575 1,726

合　　　計 1,339,088 1,333,813 74,000 66,298 1,341,515

　（市場事業特別会計）

地方債の前前年度末における現在高並びに前年度末及び

当該年度末における現在高の見込みに関する調書　　　

  当該年度中増減見込み
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三浦市第三セクター等改革推進債償還事業特別会計予算 

 





 

－１－ 

議案第 38号   

   令和７年度三浦市第三セクター等改革推進債償還事業特別会計     

予算  

令和７年度三浦市の第三セクター等改革推進債償還事業特別会計の予算は、

次に定めるところによる。  

 （歳入歳出予算）  

第１条  歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 2 6 3 , 7 5 7千円と定める。  

２  歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表  歳入

歳出予算」による。  

  令和７年２月 28日提出  

三浦市長  吉  田  英  男   









 

 

 

 

 

第三セクター等改革推進債償還事業特別会計予算説明書 

 



















（単位：千円）

前前年度末 前年度末 当該年度末

現 在 高 当該年度中 当該年度中 現  在  高

元　　　金

現  在  高 見 込 額 起債見込額 償還見込額 見  込  額

　第三セクター等改革推進債 4,125,000 3,875,000 0 250,000 3,625,000

（第三セクター等改革推進債償還事業特別会計）

地方債の前前年度末における現在高並びに前年度末及び

当該年度末における現在高の見込みに関する調書　　　

当該年度中増減見込み

区      分
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